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１．事業の概要

（１）事業の目的・内容
既存の半導体製造施設は大量生産を前提としており、世界の半導体需要の半分程度を占

める少量生産品も、メモリ等の大量生産品と同様の生産システムで生産されており、エネル
ギー消費や設備投資額の面で非効率が生じている。

本事業では、クリーンルームを不要とすることにより大幅な省エネが実現できる｢革新的製
造プロセス｣の基礎的技術を開発し、我が国の半導体開発や少量生産の半導体を用いる製
品等の製造の競争力維持・強化を図るとともに、半導体製造工程におけるエネルギー消費の
削減を実現する。

（２）実施形態等
①研究開発実施体制 ミニマルファブ技術研究組合（委託）

国立大学法人横浜国立大学、国立大学法人東北大学（再委託）
②研究開発期間 ３年間
③国費投入額等 ３８億４９百万円（総額）

平成２４年度 ６５０百万円
平成２５年度 ６９９百万円
平成２６年度 ２，５００百万円
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１．事業の概要

概 要

実施期間

予算総額

実 施 者

プロジェクト

リーダー

平成２４年度～平成２６年度（３年間）

平成２４年度から平成２６年度までの３年間で、シリコンウェハサイズを０．５インチ
（直径１２．５㎜）、製造装置サイズを幅３０cm×奥行き４５cm×高さ１４４cmに規格
化された、半導体の少量生産に最適な超小型製造装置（ミニマルファブ）を開発し、
生産システムとして一体的に利用できる体制を構築する。

３８．４９億円
（平成２４年度：６．５億円 平成２５年度：６．９億円 平成２６年度：２５億円）

ミニマルファブ技術研究組合

原 史朗 産業技術総合研究所ナノエレクトロ二クス研究部門ミニマルシステムグループ長
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事業アウトカム指標
（目標値）

妥当性・設定理由・
根拠等

達成状況
（実績値・達成度）

原因分析
（未達の場合）

（事業開始時）

- - - -

（中間時）

- - - -

（事業終了時）

- - - -

（事業目的達成時）
平成３２年度 省エネ効果（年間）

８９１GWh
※ - -

２．事業アウトカム

※ 平成３２年度までに、クリーンルームを必要とするメガファブからミニマルファブに置き換わるファブは、「４インチウェハサイ
ズ以下のファブ」、「ファブレス企業のＲ＆Ｄファブ」、「試作品開発ファブ」を想定。国内１０６ファブのうち、４１ファブが該当し、
置換率は８．９％、年間消費電力削減量は、－８９１ＧＷｈを見込む。

【算定根拠】
ミニマルファブに置き換わるファブのウェハ数 ２，５７５，５１２枚／年（３００㎜ウェハで換算） － ①
国内ファブのウェハ数 ２８，８０９，７５６枚／年（３００㎜ウェハで換算） － ②
置換率【①／②】＝８．９％
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事業アウトプット指標
（目標値）

妥当性・設定理由・
根拠等

達成状況
（実績値・達成度）

原因分析
（未達の場合）

（事業開始時）

- - -

（事業終了時）

製造したミニマル装置の数
（試作機を含む累積数）

１００台

○デバイス試作のため、
リソグラフィープロセスを
はじめとする２５種類の
装置開発の必要性。

○上記目標達成のために
は、累計100台超程度の
装置試作を重ね、完成
度を上げる必要性があ
る。

１０５台 -

（事業目的達成時）

製造したミニマル装置の数
（試作機を含む累積数）

１００台

１０５台 -

３．事業アウトプット
5



目標・指標及び成果・達成度

個別要素技術
事業アウトプット

指標・目標値

達成状況

（実績値・達成度）

原因分析

（未達成の場合）

①装置開発 ８０台 実績：８３台、達成度：１０４％ －

②装置構成部品 － － －

③ミニマルプロセスライン開発 １０台 実績：１１台、達成度：１１０％ －

④分析・評価装置開発 １０台 実績：１１台、達成度：１１０％ －

【装置の内訳】
①－１：パターニングに関する装置 目標 ４０台 実績 ４２台
①－２：ウェハ加工に関する装置 目標 ４０台 実績 ４１台
③ミニマルプロセス･ライン開発に関する装置 目標 １０台 実績 １１台
④ウェハ検査（分析･評価）に関する装置 目標 １０台 実績 １１台
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４．当省（国）が実施することの必要性
半導体産業は、数千億円程度の設備投資が必要であることから、一部のグローバル企業による

寡占状態が進んでいる。他方、ＩｏＴ半導体の製造には、少量多品種生産に対応した装置の需要が
増すと想定されている。

今後、国内の半導体産業を育成していくためには、既存の市場に対する対抗軸として高付加価
値の半導体を低コストで生産するシステムの実現が重要であるが、クリーンルームを使用しない超
小型の装置群の開発を進めることにより、半導体製造のコストを大幅に削減することが可能となる。

この研究開発は、先進的かつ多数の研究開発要素があり、民間企業のみで実施することは難し
いことから、国内でのものづくり、製造プラットフォームの構築の観点から、国の研究開発プロジェ
クトとして実施する必要性がある。

メガファブ

200m (LSI 300台)

●１ライン投資：5,000億円
●装置サイズ：W3 D4 H3m
●ウェハサイズ：12”
●生産規模：2億個 (1cm2換算)以上
●床面積 40,000m2 (LSI生産の場合)
●装置数 300台(LSI生産の場合)
●工程数 600工程(LSI生産の場合)
●納期：1～6ヶ月
●コスト：100万円/cm2 (100個注文)
●コスト：1万円/cm2 (1万個注文)
●コスト：800円/cm2 (百万個注文)

●１ライン投資：5 億円
●装置サイズ：W0.3 D0.45 H1.44m
●ウェハサイズ：0.5”
●生産規模：50万個 (1cm2換算)以上
●床面積 400m2 (LSI生産の場合)
●装置数 350台(LSI生産の場合)
●工程数 350工程(LSI生産の場合)
●納期：1～3日
●コスト：1万円/cm2 (100個注文)
●コスト：1,200円/cm2 (1万個注文)
●コスト：1,200円/cm2 (百万個注文)

20m (LSI 350台)

ミニマルファブ
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グローバルマーケットの原理とミニマルデバイスターゲット

ミニマルファブ
年間生産個数 50万個

グローバル化で、
足切りラインが上昇

初期
ターゲット

ボリューム
ターゲット 発展

ターゲット

年間10兆円 年間10兆円
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５．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 年度

MEMS
基礎構造開発

CMOS基礎構造開発 0.18～0.25mcron
LSI要素技術開発

先端デザインルール
加工技術開発

LSI試作ライン開発
(装置100台クラス) LSI量産ライン

10品種･10ライン建設

ミニマル特定用途
プロトタイプ開発

MEMS
製品プロセス開発

ディスクリート素子
技術開発（エピ等）ディスクリート素子

製品プロセス開発 ディスクリート素子
ライン製造と素子製造

MEMS
ライン製造と素子製造

ミ
ニ
マ
ル

装
置
産
業
化

省
エ
ネ
率

87
％
実
現

プロトタイプ開発 ミニマル製造装置
高度化開発

ミニマル製造装置
高速･低コスト化開発

ミニマル
装置開発

デバイス、
ライン開発

ミニマルコア装置
実用機開発

ミニマル特定用途
実用機開発

第１期：コア装置開発 第２期：基幹素子ファブ開発 第３期：LSIファブ開発

MEMS基礎構造：
カンチレバー試作

full minimal

nMOSFET試作

hybrid

pMOSFET試作

hybrid

MEMS

ﾃﾞｨｽｸﾘｰﾄ

LSI

CMOSFET試作

full minimal

リソ装置開発・本PJ

終了

アプリPJへの展開

ミ
ニ
マ
ル

装
置
販
売
開
始

試
作
サ
ー
ビ
ス

試
験
的
運
用
開
始

M
E

M
S

ラ
イ
ン

実
用
化

前
工
程
装
置
群

実
用
化
完
成

LS
I

ラ
イ
ン
実
用
化

LS
I

試
作
ラ
イ
ン
実
用
化

集
積
回
路
要
素
技
術
完
成

試
作
ビ
ジ
ネ
ス

運
用
開
始

デ
ィ
ス
ク
リ
ー
ト

ラ
イ
ン
実
用
化

企: 開始

開始

ミニマルファブ
技術研究組合 （社)ﾐﾆﾏﾙﾌｧﾌﾞ

推進機構

ﾐﾆﾏﾙﾌｧﾌﾞ
ﾌｧｳﾝﾀﾞﾘ

企：ﾐﾆﾏﾙ
LSIﾌｧﾌﾞ

企：ﾐﾆﾏﾙ
MEMSﾌｧﾌﾞ

つくばﾞﾐﾆﾏﾙ
ﾓﾃﾞﾙﾙｰﾑ

企:IoT活用
ﾐﾆﾏﾙｽﾄｱ開始

プロセス技術の暗号化システム開発

少
量
品
種
の
産
業
成
立

1.4 3 8 50 500 3,600

装置売上 [億円]

891
GWh

年
間
省
エ
ネ
効
果
達
成
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６．研究開発の実施・マネジメント体制等
革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ）

コア技術: 産総研のミニマル局所クリーン化生産技術

④分析･評価装置開発
＠各組合員サイト

PL: 原 史朗 (AIST) ●従来の分散研にあたる各組合サイト（含産総研）での各社ポテン
シャルを生かした開発を行いつつ、開発品を産総研サイト（従来の
集中研）に持ち込んで、総合プロセス開発、ライン開発を行う。

②装置構成部品
・ウェハ開発

＠各組合員サイト(含産総研)

③ミニマルプロセス
ライン開発
＠産総研サイト

ユーザ: 産総研コンソーシアム･ファブシステム研究会, ミニマル3DICファブ開発研究会 (九州地区)

ミニマルファブ技術研究組合

⑤後工程･実装装置開発

ウェハ

ウェハ(くりぬき)

産総研

不二越機械工業

ウェハ(結晶成長)

バルブ

バルブ

堀場エステック

フジキン

流量コントローラ

搬送

前室システム
産総研＋

三明
タツモ
アイチシステム

パターニング

ウェット処理
プレテック

塗布･現像
リソテック

ﾏｽｸﾚｽ露光
ピーエムティー

ﾏｽｸｱﾗｲﾅｰ
三明

CMP
不二越機械工業

①装置開発(前工程)
＠各組合員サイト(含産総研)

ウェハ加工必要装置
トップ企業群

集光型CVD炉 抵抗加熱型CVD炉

光洋ｻｰﾓｼｽﾃﾑ

レーザ加熱炉
坂口電熱

プラズマ
産総研＋

イオン注入
産総研＋ﾌｼﾞ･ｲﾝﾊﾞｯｸ

独自技術企業群

誠南工業
片桐ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

産総研＋

米倉製作所
アイチシステム
岡本硝子

ウェハ検査
黒田精工

電子顕微鏡
ﾃｯｸ･ｺﾝｼｪﾙｼﾞｪ熊本

LSIテスタ
ｴｽﾃｨｰｹｲﾃｸﾉﾛｼﾞｰ

角型ウェハ塗布
黒田精工

グラインド
ディスコ

バンプ接合
アドウェルズ

メッキ
産総研＋熊本防錆

パッケージング

石井工作研究所
アピックヤマダ

産総研＋

デバイス

プロセス基礎開発
産総研＋

横河ｿﾘｭｰｼｮﾝｻｰﾋﾞｽ

ファクトリー

装置筐体
産総研＋

サンヨー
ﾃﾞｻﾞｲﾝﾈｯﾄﾜｰｸ

EDAツール
産総研＋

ロジック･リサーチ
ジーダット, TOOL

ルーム

モデルルーム
産総研＋

大成建設

開発プロセス
技術

開発プロセス
技術

開発プロセス
技術

ユーザニーズ ミニマル規格
開発装置

技
術
者
派
遣

開
発
装
置

技
術
者
派
遣

開
発
装
置

開
発
部
材

開
発
部
材
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７．費用対効果

2010 2015 2020

兆

千億

百億

十億

十兆

Ｍ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
展
出
展

半導体デバイス市場の20%
シェア

装置単独ビジネス期

ラインの全国展開

ラインビジネス
単年度黒字化

民間ライン建設
売
上
高

[

円]

半導体デバイス市場の50%
シェア=最大到達点

for 大学･研究所、新市場創出

フ
ァ
ブ
シ
ス
テ
ム
研
究
会
設
置

最初のミニマルファブ販売事例

国家PJ投資総額 38.5億円

国家PJ

費用対効果
50倍

3600億

８億 ミニマル装置売上

デバイス売上

売上が38億円を越える

1.4億

投入された国費総額38億4900万円に対し、2020年にはアウトカムとして省エネ効果（年間）891GWhを達成する見込み。
現時点で、ミニマルファブの装置売上げは累計3.6億円であるが、2020年には、装置の売上が3,600億円となり、投入され
た国費総額に対する費用対効果が50倍を超える見込み。

億
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８．外部有識者の評価等

座長

委員

菊池 純一

青山学院大学法学部教授

中村 修
ＳＥＭＩジャパン代表

原 邦彦
豊橋技術科学大学特命教授

和田木 哲哉
野村證券株式会社エクイティ・リサーチ部
エレクトロニクスグループマネージング・
ディレクター

８－１．評価検討会

評価検討会名称

評価検討会委員

「革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ）」終了時評価検討会

平本 俊郎
東京大学生産技術研究所教授
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• 研究開発テーマとしては極めて重要であり、日本の半導体業界、エレクト
ロニクス業界の今後の発展に大きく寄与する可能性を持つテーマである。
関係した中小企業は、装置関連のサプライチェーンで重要な役割を担い、
今後も活躍が期待される企業群で、それらのさらなる活性化、業界体質
の強化に役立つものと考えられる。
本研究開発プロジェクトは、半導体製造の新たなプラットホームシステム
を社会に実装することを目指している。それゆえ、用意周到に運営体制
が配備されており、社会実装の実行可能性を高めている。この運営体制
は、本研究開発プロジェクトの終了後も利活用できるものであり、今後も、
より積極的に国として支援する必要があると考える。

• その一方で、今後の産総研及び経済産業省主導のプロジェクトを円滑に
進め、業界の賛同を得やすくするためにも、本プロジェクトを中途半端な
形で着地させてはならないと考える。

８－２．総合評価
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○「経済産業省技術評価指針」に基づき、終了時評価において、評点法による 評価を
実施した。

８－３．評点結果

【評価項目の判定基準】
３点：実施された事業は、優れていた。
２点：実施された事業は、良かった。
１点：実施された事業は、成果等が

今一歩のところがあった。
０点：実施された事業は、成果等が

極めて不十分であった。
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９．提言及び提言に対する対処方針

今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針

(1) 国プロの事業展開上、ＰＬの組織的機能・役割は重要で
ある。ＰＬは、民間におけるＣＸＯ（CEO、CTO、CFOな
どの機能・役割の集合）に相当するものであり一個人の
能力を越え、サポート体制が必要になると考える。つい
ては、今後、ＰＬの人材育成及び支援組織編制のあり方
等を考慮した政策が必要である。

(2) 国プロの評価体制は、事前評価から追跡評価まで整備さ
れるに至っている。しかし、それらの評価上の知見は、
必ずしも、その後の政策企画立案に反映されているとは
言えない。特に、事業のアウトカムに係る項目について
は、客観指標を求めることが原則とされてはいるが、そ
の体系的な政策設計は不完全である。研究開発プロジェ
クトの出口のみならず中長期的な視点からアウトカムの
体系化に係る政策企画を展開することを望む。

(3) 本研究開発プロジェクトは、アプリPJの推進、国の支
援、加えて、民間企業、中小参画企業、そして利用する
大手企業団体のマーケティング、プロセスエンジニアリ
ング、サービスへの協力が必要である。

(4) 「Ｒ＆Ｄ」と「製造」との間の距離を限りなくゼロに近
づけ、不良率、検査、不要在庫ゼロ等を目指した、ミニ
マルファブリケーションを追求した事業展開の推進が必
要である。

(5) ①パーツ、サービス、消耗品によるストック型の収益
モデル、②自社にミニマルファブを導入することによる
本業競争力強化モデル、③半導体同様、大口径化や微細
化による買い替え促進モデルなども視野にいれた事業展
開の推進が必要である。

(1) 今後の研究開発プロジェクトの企画に際しては、ＰＬの人
材育成及び支援組織編制のあり方等を考慮した政策を検討
していきたい。

(2) 今後の研究開発プロジェクトの企画に際しては、研究開発
プロジェクトの出口のみならず中長期的な視点からアウト
カムの体系化に係る政策企画の展開を含めたものとするよ
う検討していきたい。

(3) 様々な公募事業を通じた要素技術開発の実施、予算以外
での政策的な支援を継続的に実施していきたい。また、当
課、研究開発実施者は、民間企業、中小参画企業、そして
利用する大手企業団体のマーケティング、プロセスエンジ
ニアリング、サービスへの協力、展示会等を活用したPR活
動も継続的に実施していきたい。

(4) (5) 御指摘の点を踏まえた上で、事業展開を推進していき
たい。


